
大阪府都市整備部総合計画課

都市計画公園・緑地の
見直しについて

都市計画公園・緑地の
見直しについて

【報告案件】



策定の流れ

平成23年8月 第1回都市計画審議会平成23年8月 第1回都市計画審議会

2月 第2回都市計画審議会
⾒直しの基本方針(案）報告

3月 都市計画公園・緑地（府営公園）
⾒直しの基本方針策定 公表

3月 都市計画公園・緑地（府営公園）
⾒直しの基本方針策定 公表
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都市計画公園・緑地（府営公園）⾒直し検討委員会
◎第1回 8月16日開催 ◎第3回12月27日開催
◎第2回11月16日開催

平成24年1月 市町村意⾒照会平成24年1月 市町村意⾒照会

2月 パブリックコメントの実施2月 パブリックコメントの実施



見直しの方向性
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見直しの方向性

都市づくりにおいて「みどり」の施策を重要視方向性

都市計画公園・緑地の見直し

「みどり」の充実を一層しっかりと行っていける
現実性のある施策を展開

都市計画公園・緑地だけでなく、⾏政
が土地を所有しない地域制緑地等によ
る規制的手法等と一体的に評価する仕
組みについて検討
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公共の取り組みだけでなく、府⺠協働の
もとにセミパブリック空間を積極的に創出基本的姿勢基本的姿勢



見直しの対象範囲

。それぞれ機能、規模、見直しの視点等が異なるため、別々の検討が望ましい。

種類 市町村公園 大規模公園

設置目的

一の市町村の区域を超え
る広域生活圏の国または
府等が設置・管理する都
市公園

見直しの視点

住区、地区レベル、及び
都市レベルの生活圏の
利用に供する市町村が設
置・管理する都市公園

地域が求めるみどり、施設
等の評価による整理

広域防災機能、レクリエー
ション機能、景観、環境な
どの広域的機能の評価
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本基本方針の対象：

府が都市計画権限をもち、設置管理を行う大規模公園（府営公園）
※市町村の権限等による他の大規模公園にも適用可能



対象となる府営公園

府に都市計画権限があり
建築制限がかかる
民有地を含む府営公園
（11公園）
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評価方法
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見直しの流れ（フロー）



見直しの流れ（フロー）

社
会
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に
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し
の
中
で
再
検
証
す
る
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評価の進め方【必要性】

１）みどりの効果 ２）都市計画上の確認
必要性の評価の視点

①
存
在
効
果

②
利
用
効
果

③
媒
体
効
果

a 防災

b 環境

c 景観

・広域避難地 ・後方支援活動拠点
・避難路 ・延焼遮断等

・配置
・市街地形成
・関連計画 等

・熱環境 ・自然環境 ・周辺環境等

・景観要素 ・周辺景観等

・スポーツ、健康増進効果
・憩い、癒し効果
・動向 ・周辺環境等

・商業、観光
・福祉、教育、文化等
・価値等
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見直しの流れ（フロー）
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都市公園と民有地緑化、既存の緑の保全
などの一体的イメージ

担保性のある地域制緑地等による機能の代替性の評価
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墓地・寺社等

道路緑化

河川環境整備

都市公園

【都市緑地法】
特別緑地保全地区

【都市緑地法】
市民緑地

【都市緑地法】
緑化地域

【都市緑地法】
緑地保全地域

【都市緑地法】
管理協定



見直しの流れ（フロー）
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対象ブロック名称 ※必要性が高く、代替性の無い区域について評価

土地利用状況
公民
種別

買収難易度
(コスト除く）

評価理由

宅地
（一団のまとまり）

民有地 困難 大 小 高い 低い

宅地
（単独(1，2筆程度））

民有地 比較的容易 大 小 高い 低い

農地 民有地 比較的容易 大 小 高い 低い

樹林地 民有地 比較的容易 大 小 高い 低い

コスト
（地価及び面積等
から判断）

総合評価
(買収難易度及びコス
ト、府域における整備
の優先順位を考慮し、

総合評価）

現況⼟地利⽤による買収の難易度やコスト、
および社会経済情勢を踏まえた府域における
整備の優先順位を考慮して判断
評価カルテ例

土地利用別

土地利用等による
買収難易度を判断

地価及び面積等から
評価

府域における整備の
優先順位も

考慮した総合評価

総合評価の判断
理由を記載

評価の進め方【実現性】
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今後の運用について

◎平成24年度から概ね3ヵ年で⼿続きを進める。
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◎市町村等と協議を⾏いながら⾒直しの⼿続きを進める

◎社会経済情勢の変化に応じ、概ね10年に⼀度⾒直しを⾏う。
上記以外に、必要性等に変化が生じた場合は、適宜必要な
⾒直しを⾏う。

見直しの基本

方針の策定

見直し手続き

見直し後の

評価

さらなる

見直しの検討
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⾒直しを進めることで、全体として将来的な公園・緑地⾯積
は減少する。「みどりの大阪推進計画」に掲げている2025年
までの目標との整合性はどのように考えているのか。

「みどりの大阪推進計画」は施設緑地の目標値
は掲げていない。代替策を含め、みどり施策全
体で緑地4割、緑被率20％を達成する考えで
あり、整合はとれている。

市町村の主な要望・意見
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代替手法の権限は主に市町村であるため、代替性の評価にあ
たっては、市町村と十分に調整をしてほしい。

個々の⾒直しにあたっては、代替⼿法も含めて
関連市町村と協議を⾏いながら⾒直しを進め
る。

市町村の主な要望・意見

大きな修正なし


